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１ 通信・放送関係６団体の京都議定書自主行動計画の進捗状況（２００７年度実績）

団体名 目標指標 基準年度
目標
水準

２００７年度実績
(基準年度比)

CO2排出量
(万t-CO2)

２００６年度実績
(基準年度比)

(社)電気通信事業者協会
電力消費量

エネルギー原単位＝
契約数

１９９０ ▲３０％ ▲３８.５％※１,※３ ４５７.９

(社)テレコムサービス協会
電力消費量

エネルギー原単位＝
売上高

２００６ ▲１％ ▲０.５％ ７.７９

▲３８．５％※１

±０％※２

(社)日本民間放送連盟
CO2排出量

CO2排出原単位＝
放送に関わる有形固定資産額

２００４ ▲１０％ ▲３６.１％※４ ３３.９

(社)日本ケーブルテレビ連盟
電力消費量

エネルギー原単位＝
接続世帯数

２００６ ▲６％ ▲６.２％ ３.１８

▲４３.５％

±０％※２

接続世帯数

(社)衛星放送協会
電力消費量

エネルギー原単位＝
床面積

２００６ ▲１０％ ▲０.７％ ０.５６

日本放送協会
CO２排出量

CO 排出原単位＝ ２００６ ▲８％ ０８％※５ ２３ ９９

±０％※２

±０％※２日本放送協会 CO２排出原単位＝
有形固定資産総額

２００６ ▲８％ ０.８％※５ ２３.９９ ±０％

※１：2006年度実績値報告の際に既に2007年度実績値の報告を行ったもの。 ※２：基準年度を2006年度としたため。
※３：電力消費量は増加傾向にあり、携帯電話、インターネット利用増大により目標水準を上回っているが、今後の電力消費量の増加と携帯電話の伸びの鈍化等を考慮すると厳

しい状況にある。
※４：アナログ・デジタルのサイマル放送を実施したことによるCO2排出量の増加が認められるものの、各社ともデジタル用放送設備の追加・更新、更に中継局の建設等が集中し

たことにより 分母となる有形固定資産額が突出したことが要因であり 今後 設備投資がピ クを越えたことで設備投資の減少が見込まれるため 楽観できないたことにより、分母となる有形固定資産額が突出したことが要因であり、今後、設備投資がピークを越えたことで設備投資の減少が見込まれるため、楽観できない。
※５：2007年4月の統一地方選、7月の参院選の実施による選挙関連放送の安定確保のため、万一に備えた自家発電装置稼働による燃料使用量の増加等の特殊要因が主因。

○（社）テレコムサービス協会、（社）日本ケーブルテレビ連盟、（社）衛星放送協会は、概ね順調な取組であり、今後、その確実
な目標に向けた取組の推進を期待

対策・施策の進捗状況に対する評価等

な目標に向けた取組の推進を期待。
○（社）電気通信事業者協会、（社）日本民間放送連盟は、目標指標の原単位が2007年度実績において目標水準を大きく上

回ってるが、2012年度までのサービス提供のトレンドから、原単位の上昇が予想される。今後、更なる検証、継続した取組が
必要。

○日本放送協会は 特殊要因を除けばほぼ横ばい 協会では更なる取組として 数値目標を導入した「日本放送協会環境自
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○日本放送協会は、特殊要因を除けばほぼ横ばい。協会では更なる取組として、数値目標を導入した「日本放送協会環境自
主行動計画」を2008年1月に新たに策定し、省エネ技術、代替エネルギーの導入、エネルギー節減運動等の一層の推進を
行っている。

○(社)日本インターネットプロバイダ協会は、12月期からの自主行動計画参画に向けて準備中



２－１ テレワーク等情報通信技術を活用した交通代替の推進における進捗状況

対策評価指標（テレワーク人口）の実績と見込み
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＜積算時に見込んだ前提＞
・ 2010年に約1,300万人（就業者人口6,500万人の20％）が業務の一部をテレワークにより実施。
・テレワークにより削減された通勤交通量（乗用車のみ）からＣＯ２排出削減量を算出。

○排出削減見込量：50.450.4万ｔ－万ｔ－CO2CO2

テレワ クにより削減された通勤交通量（乗用車のみ）からＣＯ２排出削減量を算出。

対策・施策の進捗状況に対する評価

２０１０年までにテレワーカーを就業者人口の２割とする政府目標の実現に向け ２００７年
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２０１０年までにテレワーカーを就業者人口の２割とする政府目標の実現に向け、２００７年
５月に「テレワーク人口倍増アクションプラン」が策定されており、関係省庁が連携して施策
を展開中。



２－２ テレワーク人口倍増アクションプラン

（テレワ ク推進に関する関係省庁連絡会議決定 ＩＴ戦略本部了承（平成19年5月29日））
2010年までにテレワーク人口を倍増し、就業者人口の２割を達成するためのアクションプランを策定

（テレワーク推進に関する関係省庁連絡会議決定、ＩＴ戦略本部了承（平成19年5月29日））

3



テレワ ク導入環境の整備テレワ ク導入環境の整備 総務省職員テレワ クの推進総務省職員テレワ クの推進

２－３ 総務省におけるテレワーク推進施策

①テレワークの普及促進のための実証実験

テレワーク導入環境の整備テレワーク導入環境の整備 総務省職員テレワークの推進総務省職員テレワークの推進
①平成18年10月から、中央省庁では初めて、

育児・介護に携わる職員を対象にテレワーク①テレワ クの普及促進のための実証実験

②テレワーク環境整備税制

③普及啓発（地域セミナーの開催）

テレワ クの推進テレワ クの推進

（在宅勤務）を開始。
②平成19年5月から、対象職員の限定を外し、

本省勤務の全職員（約2,000名）に
対象を拡大

平成17年11月10日設立。産学官

（総務省・厚生労働省・経済産業省・国土交通省）の

連携 ク 普 活動を実施

テレワークの推進テレワークの推進 対象を拡大。

社
社内拠点

テレワーク試行・体験プロジェクト
テレワーク環境整備税制

連携の下、テレワークの普及活動を実施。

「テレワーク推進フォーラム」との連携「テレワーク推進フォーラム」との連携
参加企業

社内LAN

就業者が日頃利用する会社内の
自席設置パソコン等に接続

自席設置
パソコン

業務サーバ
（ファイルサーバ等）

A社
B社

C社

自席設置
パソコン

自席設置
パソコン

IP電話用
ヘッドセット

「テレワーク人口倍増
アクションプラン」の

社内

ファイアウォール
テレワークシステム

インターネットＶＰＮ
インターネット

ヘッドセット

・リモートアクセス機能
・IP内線電話機能（※）

※IP内線電話機能は希望者のみ

総務省職員テレワークアクションプラン」の
着実・迅速な実施自宅 外出先 サテライトオフィス

USB型認証キー USB型認証キー USB型認証キー

様々なテレワーク拠点の既存パソコンにUSB型認証キーを挿入するだけでセキュアに社内システムへ接続可能

IP電話用ヘッドセット

テレワーク拠点 総務省職員テレワーク

テレワークの推進により地球温暖化対策を推進
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様々なテレワーク拠点の既存パソコンにUSB型認証キーを挿入するだけでセキュアに社内システムへ接続可能



（参考） 京都議定書目標達成計画の改定
京都議定書の第一約束期間が始まることから、平成２０年３月２８日、本計画全体の改定を閣議決
定定。
総務省の情報通信関連施策として、通信・放送業界６団体等の自主行動計画の推進・強化、テレワー
ク等情報通信技術を活用した交通代替の推進が掲げられている。

京都議定書目標達成計画（平成２０年３月２８日閣議決定）（総務省情報通信関連施策抜粋）京都議定書目標達成計画（平成２０年３月２８日閣議決定）（総務省情報通信関連施策抜粋）

第３章 目標達成のための対策と施策

第２節 地球温暖化対策及び施策

１．温室効果ガスの排出削減、吸収等に関する対策・施策

（１）温室効果ガスの排出削減対策・施策

①エネルギー起源二酸化炭素

イ．部門別（産業・民生・運輸等）の対策・施策

Ａ．産業部門（製造事業者等）の取組

Ｂ．業務その他部門の取組
（ ）産業界における自主行動計画の推進 強化（ａ）産業界における自主行動計画の推進・強化

業務その他部門：３２業種
（．．．電気通信事業、テレコムサービス、民間放送、日本放送協会、ケーブルテレビ、衛星放送 ．．．）

Ｄ 運輸部門の取組Ｄ.運輸部門の取組
（ｃ）テレワーク等情報通信技術を活用した交通代替の推進

テレワーク人口倍増アクションプラン（平成19年５月29日テレワーク推進に関する関係省庁連絡会議決定）
に基づき、情報通信技術を活用した場所と時間に捕らわれない柔軟な働き方（テレワーク）を促進することに
より 鉄道 乗用車 バス等による通勤交通量の削減を推進する
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より、鉄道、乗用車、バス等による通勤交通量の削減を推進する。



 

 
 
 
 
 
 
 
 

総務省の施策に係る取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 6（参考）



テレワーク等情報通信を活用した交通代替の推進 

１．排出削減量の実績と見込み 

 

 

２．対策評価指標の実績と見込み 

 

定義・ 

算出方法 

・定義：週８時間以上テレワークを実施する人の総数 

・算出方法：テレワーク人口については、Ｗｅｂ回収方式によるアンケート調査

結果を、インターネット利用率（総務省「通信利用動向調査」）、就業者数の

分布（総務省「労働調査年報」）等により補正し算出 



３ 排出削減量については、６．「排出削減見込み量の算定根拠等」により算出

出典・ 

公表時期 

・国土交通省「２００２年度テレワーク実態調査」、「平成１７年度テレワーク

実態調査」、「平成２０年度テレワーク人口実態調査」  

備考※  

※前々年度実績値が示せない場合、なぜ示せないのか、理由を詳細に記入するとともに、

実績値把握の早期化のための具体策を詳細に記入。 

 

３．対策・施策に関する評価 

対策・施策の進捗状況に関する評価 

テレワークについては、2010 年までにテレワーカーを就業人口の２割とする政府目標の実現

に向け、2007 年 5 月に「テレワーク人口倍増アクションプラン」が策定されており、関係省庁

が連携して着実・迅速に施策を展開中。 

 

実施した施策の概要と今後の予定 

2008 年度 （2008 年度の施策の実施状況と、効果を発揮している施策とその判断の理由）

総務省では、中小企業等へのテレワーク普及を促進するため、2007 年度から

テレワーク試行・体験プロジェクトを実施し、全国各地の様々な業種の企業・

地方公共団体等に対しテレワークを試行・体験の機会を提供し、テレワークの

有効性への理解を図った。 

また、先進的な技術を活用したテレワークシステムによる様々な社会的効果

を提示・啓発するモデル実験（先進的テレワークシステムモデル実験）を実施

した。本実証実験では、ワーク・ライフ・バランスの実現や地域活性化への効

果や、医療分野での業務負荷軽減や人材の離職防止等社会的課題の解決にも資

するモデル事例について提示・啓発を行った。 

さらに、移動の削減や業務効率化などを可能とする次世代のネットワークを

活用したテレワークシステムのモデル実験を実施し、異業種が共同で利用でき

る新たなテレワークシステムの有効性について検証を実施した。 

2008 年度には、全国６か所において地域セミナーを開催し、テレワークの実

践事例や各地域で実施した実証実験の成果を紹介、通勤や移動を伴わない等新

たな就業形態としてのテレワークの有効性について、広く理解を求めたところ

である。 

また、2007 年度に創設したテレワーク関係設備の導入を行う企業等に対し、

固定資産税の軽減する「テレワーク環境整備税制」の活用を通じ、企業におけ

るテレワークの普及促進を図っている。 

なお、テレワークについては、多様な分野でのテレワークに対する理解の拡

大が不可欠であり、今後も引き続き利用機会の提供や具体的なモデルの提示を



通じて、テレワークの普及啓発を進める必要がある。 

[理由] 

試行・体験プロジェクト参加者からは、テレワークによって「通勤時間の減

少」や「個人の時間の増加」、「生産性の向上」などの改善効果について高い評

価を得ており、テレワークが効率化や生産性を維持しつつも交通手段を必要と

しない有効な働き方であることが示されている。このように、テレワークによ

ってワーク・ライフ・バランスの向上や人・物の移動の削減、業務効率化など、

多様な改善が期待されていることから、テレワークの普及により、交通代替が

加速し、結果として環境負荷軽減にも寄与するものと考えられる。 

2009 年度 （2009 年度に実施中の施策の概要、予算額等） 

・ 2009 年度においても、テレワーク普及促進のための実証実験（テレワーク

試行・体験プロジェクト及び先進的テレワークシステムモデル実験）、セミナ

ー等普及啓発を実施し、他省庁とも連携しつつ、交通代替によるＣＯ２削減

等、環境負荷低減等に資するテレワークの有効性を広く啓発する予定。 

[予算額] 

・300 百万円 

2010 年度以

降 

（2010年度以降予定している施策について今年度施策との相違がわかるように

記述） 

2010 年度以降も、テレワーク普及促進のための実証実験を実施し、セキュリ

ティを確保しつつ、より高度なネットワーク環境を利用した次世代のテレワー

クモデルシステムを構築、その有効性を広く提示するとともに、テレワーク環

境整備税制を拡大・延長すること等を通じて、より広い適用分野でのテレワー

クの導入展開を図る。 

 

 



４．施策の内容とスケジュール 

  2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

テレワーク 

普及のための

実証実験 

（3.0 億円） 

         

 

開始
 

  

 

 

 

    

テレワーク 

環境整備税制 
          

開始
  終了   

テレワーク 

推進フォーラム 
      

設立
   継続     

 
施策の全体像 実績及び予定 

［法律・基準］ 

 

2008 年度実績  

2009 年度実績  

2010 年度予定  

［税制］ 

・テレワーク環境整備税制 

 テレワーク関係設備の導入を行う企業等に

対し、固定資産税の軽減措置を実施 

 

2008 年度実績 ３社に対し証明書を発給 

2009 年度実績 適用期間の延長に伴い、2009

年度も継続して実施。 

2010 年度予定 2010年度も継続して実施予定。

［予算・補助］ 

・平成 21 年度予算「テレワーク共同利用型シ

ステム実証実験」 

2008 年度実績 353 百万円（2008 年度実績） 

テレワーク試行・体験プロジ

ェクト（企業等にテレワークを

試行・体験いただく機会の提

供）及び先進的テレワークシス

テムモデル実験（先進的な技術

を活用したテレワークシステ

ムによる様々な社会的効果を

提示・啓発するモデル実験）、

多様な就労環境に適応し、安

心・安全な次世代高度テレワー

クシステムの実証実験を実施。

2009 年度実績 299 百万円（2009 年度予定） 

引き続き、テレワーク試行・

体験プロジェクト及び先進的

テレワークシステムモデル実

終了予定 



験を実施するとともに、多様な

就労環境に適応可能な次世代

高度テレワークシステムの実

証実験を実施予定。 

2010 年度予定  引き続き、テレワーク普及促

進に向け、必要な経費について

平成２２年度予算を要求予定。

［融資］ 

 

2008 年度実績  

2009 年度実績  

2010 年度予定  

［技術開発］ 

 

2008 年度実績  

2009 年度実績  

2010 年度予定  

［普及啓発］ 

・地域セミナーの実施 

2008 年度実績 2008 年度における実証実験

の成果や地域でのテレワーク

の実践事例等を紹介し、テレワ

ークの普及・啓発を図るセミナ

ーを全国６か所で実施。 

2009 年度実績 実証実験の成果や地域での

テレワークの実践事例等を紹

介するテレワークの普及・啓発

を実施予定。 

2010 年度予定 実証実験の成果や地域での

テレワークの実践事例等を紹

介するテレワークの普及・啓発

を実施予定。 

［その他］ 

・産学官からなる「テレワーク推進フォーラム」

（平成１７年１１月１０日設立）の活動と連携

して調査研究やセミナー等の普及活動を実施。

2008 年度実績 テレワークの普及のための

調査研究を実施するとともに、

講演会やシンポジウム等を開

催し、テレワークの理解促進を

図った。 

2009 年度実績 （2009 年度も継続） 

2010 年度予定 （2010 年度も継続） 

 



 

５．排出削減見込み量の算定根拠等 

「排出削減見込量」の算出に至る計算根拠・詳細（内訳等）説明 

＜積算時に見込んだ前提＞ 

・ 2010年に約1,300万人（就業者人口6,500万人の20％）が業務の一部をテレワークにより実施。

・ テレワークにより鉄道、乗用車、バスによる通勤交通量が削減されるが、テレワークによっ

て公共交通機関の本数が直ちに減少することは考えにくいという中央環境審議会・産業構造審

議会での指摘を踏まえ、テレワークによる排出削減見込量としては鉄道、バスを含まず乗用車

のみとして算出。 

 

＜積算の根拠＞ 

・ 2010年の就業者数：約6,500万人(推定) 

・ テレワーク人口（就業者数の20％）：約1,300万人（※１） 

・ 雇用型テレワーカー人口：約975万人（テレワーク人口約1,300万人×75％＝975万人） 

（75％は雇用型テレワーカー：自営型テレワーカーの比率）（※２） 

・ 雇用型テレワーカーのテレワーク実施率：20％（週１日相当） 

・ 一人当たりの年間通勤交通量：乗用車1,600km(統計資料等から推定※※) 

・ 環境負荷原単位(g-C/人/km)：乗用車45g（※３） 

・ テレワーク人口（人）×実施率（％）×１人当たりの年間通勤交通量（ｋｍ）×環境負荷原

単位（ｇ－Ｃ/人/ｋｍ） 

・ 乗用車：975万人×20%×1,600km×45g＝14.0万ｔ－Ｃ 

・ ＣＯ２への換算：14.0×（44/12）＝５０．４万ｔ－ＣＯ２（44：ＣＯ２分子量、12：Ｃ原

子量） 

 

※※一人当たりの年間通勤交通量の推定根拠 

 ①交通機関の用途別利用割合 

（出典）「平成11年度全国都市パーソントリップ調査」による。 

（なお、京都議定書目標達成計画目標値の積算にあたっては、平成４年度のパーソン

トリップ調査を用いていたが、平成11年度調査の方がより多くの年を対象としてい

ること、最新年次の交通実態を把握していることから今回見直しにあたっては、こ

ちらの調査を用いることとした。） 

〈平日の交通目的構成〉 

・通勤15.5％、通学7.3％、業務9.2％、帰宅41.8％、私用26.2％ 

・帰宅の分類 

→通勤(15.5)：通学(7.3)：業務(2.3(◆))：私用(26.2)で按分すると、 

帰宅について通勤12.6％、通学5.9％、業務1.9％、私用21.3％の割合になる。 



(◆業務については、「自宅から業務先へ」「勤務先から業務先へ」「業務先から勤務先へ」

「業務先から業務先へ」という区分があることから、業務先から自宅への割合を25％とおい

た。) 

上記数値を合わせ往復の割合を計算すると、 

通勤28.1％、通学13.2％、業務11.1％、私用47.5％ 

の比率で、交通機関を利用することとなる。･･･① 

 

②旅客輸送量 

（出典）「平成17年度陸運統計要覧」（国土交通省総合政策局）による。 

・ １年間の自動車旅客輸送量（走行キロ）合計 

乗用車 510,914（百万キロ）（※乗用車は自家用登録車と自家用軽自動車の合計） 

・ 就業者人口（2010年）：6,500万人 

・ 週休２日制：5／7 

 

◎就業者一人当たりの年間通勤輸送量の推定 

「（一年間の自動車旅客輸送量）×（5/7（週２日））×通勤率（①28.1％）÷就業者人口（65

百 

万人）」で算出 

510,914×5/7×28.1％／65＝1,578キロ･ ･･② 

上記算出結果②を基に数値を丸め、乗用車 1,600km とした。 

 

（参考）データの出所等 

※１ テレワーク人口倍増アクションプラン（平成１９年５月 29 日テレワーク推進に関する関係

省庁連絡会議決定・IT 戦略本部了承） 

※２ 平成１７年度テレワーク実態調査（国土交通省） 

※３ 平成１２年度交通関係エネルギー要覧（国土交通省） 
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